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◇
内
閣
府
本
府
組
織
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
政
令

第
二
三
一
号
）（
内
閣
府
本
府
）

１

大
臣
官
房
に
置
か
れ
る
総
括
審
議
官
及
び
少
子
化
・

青
少
年
対
策
審
議
官
を
廃
止
し
、
審
議
官
の
定
数
を
改

め
る
こ
と
と
し
た
。（
第
八
条
関
係
）

２

子
ど
も
・
子
育
て
本
部
に
置
か
れ
る
統
括
官
を
専
任

と
す
る
こ
と
と
し
た
。（
第
四
八
条
関
係
）

３

子
ど
も
・
子
育
て
本
部
に
置
か
れ
る
参
事
官
の
定
数

を
改
め
る
こ
と
と
し
た
。（
第
五
〇
条
関
係
）

４

そ
の
他
所
要
の
規
定
の
整
備
を
行
う
こ
と
と
し
た
。

５

こ
の
政
令
は
、
令
和
二
年
八
月
一
日
か
ら
施
行
す
る

こ
と
と
し
た
。

〔
政

令
〕

〇
内
閣
府
本
府
組
織
令
の
一
部
を
改
正
す
る

政
令
（
二
三
一
）

〇
外
務
省
組
織
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

（
二
三
二
）

〔
省

令
〕

〇
外
務
省
組
織
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令
（
外
務
一
〇
）

◇
外
務
省
組
織
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
政
令
第
二

三
二
号
）（
外
務
省
）

１

経
済
局
及
び
国
際
法
局
の
所
掌
事
務
に
つ
い
て
所
要

の
改
正
を
行
う
こ
と
と
し
た
。（
第
一
〇
条
及
び
第
一
二

条
関
係
）

２

経
済
局
経
済
安
全
保
障
課
を
廃
止
す
る
と
と
も
に
、

同
局
国
際
貿
易
課
及
び
経
済
連
携
課
の
所
掌
事
務
に
つ

い
て
所
要
の
改
正
を
行
う
こ
と
と
し
た
。（
第
六
三
条
、

第
六
六
条
及
び
第
六
七
条
関
係
）

３

国
際
法
局
に
新
た
に
経
済
紛
争
処
理
課
を
置
き
、
そ

の
所
掌
事
務
を
定
め
る
と
と
も
に
、
同
局
国
際
法
課
、

条
約
課
及
び
経
済
条
約
課
の
所
掌
事
務
に
つ
い
て
所
要

の
改
正
を
行
う
こ
と
と
し
た
。（
第
七
八
条
〜
第
八
二
条

関
係
）

４

そ
の
他
所
要
の
規
定
の
整
備
を
行
う
こ
と
と
し
た
。

５

こ
の
政
令
は
、
令
和
二
年
八
月
三
日
か
ら
施
行
す
る

こ
と
と
し
た
。

外
務
省
組
織
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

御

名

御

璽

令
和
二
年
七
月
三
十
一
日

内
閣
総
理
大
臣

安
倍

晋
三

政
令
第
二
百
三
十
二
号

外
務
省
組
織
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

内
閣
は
、
国
家
行
政
組
織
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
二
十
号
）第
七
条
第
四
項
及
び
第
五
項
の
規
定
に
基
づ
き
、

こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

外
務
省
組
織
令
（
平
成
十
二
年
政
令
第
二
百
四
十
九
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

目
次
中
「
第
六
十
八
条
」
を
「
第
六
十
七
条
」
に
、「
第
六
十
九
条

第
七
十
八
条
」
を
「
第
六
十
八
条

第
七
十
七

条
」
に
、「
第
七
十
九
条
」
を
「
第
七
十
八
条
」
に
改
め
る
。

第
十
条
第
二
号
及
び
第
六
号
中
「
こ
と
」
の
下
に「（
条
約
そ
の
他
の
国
際
約
束
に
基
づ
く
紛
争
解
決
の
処
理
に
関
す

る
も
の
を
除
く
。）」
を
加
え
る
。

内
閣
府
本
府
組
織
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

御

名

御

璽

令
和
二
年
七
月
三
十
一
日

内
閣
総
理
大
臣

安
倍

晋
三

政
令
第
二
百
三
十
一
号

内
閣
府
本
府
組
織
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

内
閣
は
、
内
閣
府
設
置
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
八
十
九
号
）
第
十
七
条
第
八
項
及
び
第
四
十
一
条
の
二
第
八
項
の

規
定
に
基
づ
き
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

内
閣
府
本
府
組
織
令
（
平
成
十
二
年
政
令
第
二
百
四
十
五
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
八
条
の
見
出
し
中
「
総
括
審
議
官
、
政
策
立
案
総
括
審
議
官
」
を
「
政
策
立
案
総
括
審
議
官
」
に
改
め
、「
、
少
子

化
・
青
少
年
対
策
審
議
官
」
を
削
り
、
同
条
第
一
項
中
「
、
総
括
審
議
官
」
及
び「
、
少
子
化
・
青
少
年
対
策
審
議
官
」

を
削
り
、
同
条
中
第
二
項
を
削
り
、
第
三
項
を
第
二
項
と
し
、
第
四
項
を
第
三
項
と
し
、
第
五
項
を
第
四
項
と
し
、
第

六
項
を
削
り
、
第
七
項
を
第
五
項
と
し
、
同
条
第
八
項
中
「
総
括
審
議
官
の
定
数
は
一
人
と
、政
策
立
案
総
括
審
議
官
」

を
「
政
策
立
案
総
括
審
議
官
」
に
改
め
、「
、
少
子
化
・
青
少
年
対
策
審
議
官
の
定
数
は
一
人
と
」
を
削
り
、「
十
七
人
」

を
「
十
八
人
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
六
項
と
し
、
同
条
第
九
項
を
同
条
第
七
項
と
す
る
。

第
四
十
八
条
第
三
項
を
削
る
。

第
五
十
条
第
三
項
中
「
二
人
」
を
「
一
人
」
に
改
め
る
。

附

則

こ
の
政
令
は
、
令
和
二
年
八
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

内
閣
総
理
大
臣

安
倍

晋
三


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